
Υ  「土壊汚染状況調査・対策」に関する実態調査結果 (平成30年度 )

目 的

調査対象

本調査は、一般社団法人 土壊環境センター会員企業が受注した土壊汚染状況調査・対策工事の実態を

統計資料としてとりまとめ、土壌汚染対策事業の推移を把握すること等を目的とする。
一般社団法人 土壊環境センター 会員企業103社  (回答は無記名)

別添資料

】 嗣査結果の概要

対 象

年 度

対象

企業数

(社 )

回答

企業数

(社 )

調 査 結 果

項  目
受注件数

(件 )

受注高

(億 円 )

今

回

調

査

分

平
成

二
十

年

度

103

85
内

受注実績
有り
69

調

査

法契機 法 4条 望 1鰺 の r潤 杏 382 19

去 5条 契機の調査 0 (

上記外
条例・要組契機の調査

24 9

対

策

法契機
薯措 置 区域 の 対 策 73 82

上記外
条例・ 要紹契機の対策

606

合 計

（
参

考

）

昨

年

調

査

分

平
成

二
十

九

年

度

107

90

内

受注実
績有り

71

調

査

法契機

義 5条 島p機 の I目 沓 0 0

上記外
例・ 要 綱 契 機 の 調 査 426 8

自主調査 5 70

対

策

法契機
188 402

上記外
【例・ 要 甘円契機 の 対 策

自主対策

9,

1 受注件数、受注高共に Jベースの値である。
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最「土壌汚染状況調査口対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 受注件数、受注高の推移

受

注

高

（

億

円

）
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対象企業数 (社 )

企業数 (社 )

受注

件教

(件 )

調 査 6480 ３５

一
５０

対策

計

受注高

(億円)

調 査

対 策

計

― l受注高

一 受注件数
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『土壌汚巣状況調査E対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 受注件数

合計 6,708件

(契機別割合)

条例・要細

機
Ａ
、

．

理叫
財

第

(法契機における条項別等割合)

形質変更時要届出

区域の対策
180件

71%

調 査 対 策

鰯 ８７件
靭

第3条契機

対策

要 綱条例・

一

・

　

　

　

一 一一辮吐証互．

自主

■538件

82%
・２２件
朗

競
８。９件
朗

調 査 対 策
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『土壌汚染状況調査・対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 受注高

合計 697億円

(契機別割合 )

第5条契機
0♂弐―

″′′責査費時要層出
区域の対策
240億円
75%

(法契機における条項別等割合)

第3条契

自主

243億円
4粥

S6億円
自主

融機‐ｍ押条例・要網
■億円

イ

|● Ⅲ ■
―

|ケ 111■|

Sl%

調 査

・要綱

7%
対 策
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「土壌汚染状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Ⅱ.調査結果の詳細  目次

I 胡査結果の詳細

(目    次 )

可 法契機の調査

1 1 受注件数と受注高

1 2汚 染の有無、汚染物質の種類別受注件数と指定された区域

2 指定された区域における対策

2 1 受注件数と受注高

2 2汚 染物質の種類別受注件数

2 3措 置の種類別受注件数

3 法契機以外による調査

3 1 受注件数と受注高

3 2汚 業の有無、汚染物質の種類別受注件数と法第14条 の指定申請件数

3 3自 主調査を行つた契機

4 法契機以外による対策

4 1 受注件数と受注高

4 2汚 染物質の種類別受注件数

4 3措 置の種類別受注件数

4 4自 主対策を行つた契機

【参考資料】
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P8
P8
P9
P10

P6
P6
P7

Pll

Pll
P12
P13

P14
P14
P15
P16
P17

P18

「土壌汚染状況調査B対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

1.法契機の調査
↓
！

■
― 受注件数と受注高

調査種類

条項別受注件数 受注高 受注件数

回答企業数
(社 )

受注高

回答企業数
(社 )

受注件数

(件 )

受注高
(億 円 )

(参 考)受 注件数の内、地
歴島胃査のみの件数 (件 )

今

回
調
査

分

平
成

二
十

年
度

法第 3条契機の調査 87 8 17

53
法第 4条 契1携 の調査 382 19 132

法第 5条契機の調査 0 0 0

合 計 469 27 149

（
参
考
）

昨

年
調
査

分

平
成

二
十

九
年
度

法第 3条契機の。日査 136 8 32

52 52
法第 4条契機の調査 338 11 119

0 0 0

合 計 474 19 151

法 契 機 の 胴 と

土嬢汚染対策法 (以下、法という)の第 9条、第 4条 、および第 S条が契機の調査に関するもの。

法第 3条契機の調査  :     法第 3条 (有 害物質使用特定施設の廃止時に土壊汚梁状況調査の実施を謀せ られている)の

調査義務が契機 となつた、結果の報告義務が伴う調査。

法第 4条 契機の調査  :     法第 4条 (3000m2以 上の土地の形質変更は届け出が義務づけられており、都道府県知事は

届け出を受けた土地が汚梁されているおそれがあると認めるととに、調査を命することが

できる)の調査命令が契機となつた調査。

法第 S条契機の調査  :     法第 5条 (上 l慶 汚楽により人の健康被害が生ずるおそれがあると認める時に、都道府県知事は

■
'農

汚栄状況調査の実施を命令することができる)の調査命令が契機となつた調査。

1.1 受注件数と受注高

(荘), 法14条の指定の申請等のために実施した調査は、「法契機Jの調査ではなく「自主調査Jと してカウントした。
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最『土壌汚染状況調査い対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ l.2汚染の有無、汚染物質の種類別受注件数と指定された区域

1 2汚 集の有無、汚果物質の種類別受注件数と指定された区増

受注件数 汚染物賞別受注件数 (件)(複 数 回答 あ り) 調査 の結 果指定 され た区域 (件 )

汚染の有無
受注件数

(件 )

第 1種特定有害

物 質による汚染

第 2種特定有害

物質に よる汚染

第 3種 特定有害

物質 による汚染
要措置 区域

形賞変更時
要届出区域

調査 中・

手続 き中

回

調

査

分

平

成

二

十

年

度

汚染 あ り 178 35 158 1

8 91 63

汚梁 な し 137

調査 中・ 不 明 5

(地 歴調査 のみ ) 149

合 計 469

昨

憲ぞ
分

平

成

二

十

九

年

度

汚染あり 191 42 173 2

32 110 43

汚染 な し 111

調査 中・ 不明 21

(地 歴調 査 のみ ) 151

合 計 474

(注 )ヽ  「地歴調査 のみ」の場合 は、汚染の有無判定の対象外 と した。

2 複数 回答   ; 1件 の調査 において 2種類の汚染物 質が あつた場 合 は、それ ぞれ 1件ず つ と してカウ ン トした
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最「土壊汚染状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 2.指定された区域における対策 2.1受注件数と受注高

2.指定された区増における対策

土壊が汚梁状態に関する基準に不適合の拐合は、次のいずれかの区域に指定され る。

要措置区域           :土 壌汚染の摂取経路があ り、健康被害が生ずるおそれがあるため

汚巣の除去等の措置が必要な区域

形質変更時要届出区域      :土 壌汚染の摂取経路がな く、健康被審が生ずるおそれがないため

除去等の措置が不要な区域

(摂 取経路の遮断が行われた区域 を含む。 )

指定 された区域の種類

区域別 受注件数・ 受注高 受注件数

回答企業数

(社 )

受注高

回答企業数

(社 )

受注件数
(件 )

受注高

(億 円 )

今

回

調

査

分

平

成

三

十

年

度

要措置 区域 の対策 73 82 16 16

形質変更時要届出区域の対策 180 240 36 36

合 計 253 322

（
参

考

）

昨

年

調

査

分

平

成

二

十

九

年

度

要措置区域の対策 39 24 18 18

形資変更 時要届 出区域 の対策 188 402 39 39

合 計 227 426
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「土壊汚染状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 2.2汚染物質の種類別受注件数

2.2汚 染物質の種類別受注件数

(注) 1 複数種別の回答 ;1件の対策において2種類以上の汚染物質を対象とした場合は、それぞれ 1件ずつとしてカウントした。
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項  目

汚染物質別受注件数 (件 ) (複数回答あり)

21項の受注件数
(件 )第 1種特定有害

物質による汚染
第 2種特定有害
物質による汚染

第 3種特定有害
物質による汚業

回

調

査

分

平

成

十

年

度

指定された区域の対策 87 185 0 253

昨

き§

分

平

成

十

九

年

度

指定された区域の対策 48 206 4 227

最『土壊汚巣状況調査口対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

―
Υ 2.3措置の種類別受注件数

2 3措 置の種類別受注件敷

項  目

地下水の

水質測定

(件 )

地下水汚

染の拡大

の防止

(件 )

掘削を伴 う措置 (件 ) 掘 Hlを 伴わない措置 (件 ) 措置後の

地下水モ
ニタリン

グ (件 )

21項 の受
注件数

(件 )

掘削堀外

際 出

場外搬出を伴わない情置
原位置浄

化
封 じ込 め

/不 溶 化

その他
区攣内浄化 それ以外

今

回

調

査

分

平
成

三
十

年

度

指定された
区域の対策

16 8 172 14 39 28 253

＾
参

考
）

昨

年

譲

査

分

平
成

二
十

九

年

度

指定された

区域の対策
14 5 175 2 3 18 7 9 39 227

(注 )1 複数回答  1 1件 の対策において複数種類の措置を実施した場合は、それぞれ 件ヽずつとしてカウントした。

2 措置の区分と具体的工法

措置の区分 具体的な工法

地下水の水賞の測定 他の措置を行わず「地十水の水質の測定Jのみの場合

地下水汚業の拡大の防止 地下水揚水、透過性地下水浄化壁等

屈削除去場外処分 (汚 染土壊処理施設での処理)、 区域外土壊入換え

熱処理、洗浄処理、化学分解、生物処理等

不溶化埋め戻し、遮水工封じ込め、遮断工封じ込め、区域内土壌入換え、不溶化、固化等

い措置

原位置抽出(■ )嵐万ス吸引、地下水場水、エアスバ→ ング)、 原位置分解(化学処理、■物処理)、 原位置洗浄等

原位置封し込め、原位置不溶化等

盛土、舗装、立入禁止、その他

惜置後の地下水モニタリング

-10-



「土壌汚巣状況調査・対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 3.法契機以外による調査  3.1受注件数と受注高

3.法契機以外による閉査

3.1 受注件数と受注高

調査種類

条項別受注件数・ 受注高 受注件数

回答企業数

(社 )

受注高

回答企業数

(社 )

受注件数

(件 )

受注高

(億 円 )

(参 考)受注件数の内、地

歴調査のみの件数 (件 )

今

回

調

査

分

平

成

二

十

年

度

条例・要綱契機の調査 517 8 173 40 40

自主調 査 4,538 56 3,117 60 60

合 計 51055 64 3,290

（
参

考

）

昨

年

調

査

分

平

成

二

十

九

年

度

条例・要十日契機の調査 426 118 40 40

自主調査 5,870 54 3.677 66 66

合 計 6.296 62 3,795
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「土颯汚染状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 3.2汚染の有無、汚染物質の種類別受注件数と法第14条の指定申請件数

3 2汚 柴の有無、汚巣鞠資の種類別受注件数と法第14条の指定申睛件数

調査種類

受注件数 汚桑物質別受注件数 (件 )  (複 数回答あり)
法第 14条 の

指定の申請
が行われた

件数 (件 )

汚業の有無
受注件数

(件 )

第 1種特定有害物

質による汚築

第 2種特定有害物

貨による汚楽

第 3権特定有古物

受による汚楽

油類による

汚築

ダイオキシン類
による汚楽

その他

今

回

調

査

分

平

成

三

十

年

度

条 ,l・ 要綱

契機の調査

汚染 あ り 152 20 138 0 2 2 2

14

汚梁 な し 174

調査 中・ 不 明 18

(地 歴調査 のみ ) 173

合 計 517

自主調査

汚楽あり 654 156 492 6 65 1 8

29

汚染なし 703

調 査 中・ 不明 64

(地 歴調査 のみ ) 3.117

合 計 4.538

（
参

考

）

昨

年

調

査

分

平

成

二

十

九

年

度

条例 要綱

契機の調査

汚梁あり 138 27 124 1 3 1 0

23

汚業なし 165

調査 中・ 不 明 5

(地 歴調査のみ ) 118

合 計 426

自主調査

汚染あり 884 401 497 14 66 19 9

41

汚業な し 1 258

調査 中・ 不明 51

(地 歴調査のみ ) 3.677

合 計 5,870

(注 ), 「地歴 D瑠 査のみ」および「資料等議η査のみ」の場合は、汚梁の有熊判定の対象外とした。

2 複数種男Jの 回答  F l件 の
‐
調査において 2種類以上の汚果物質があつた場合は、それぞれ 1件 ずつとしてカウントした。
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「土壌汚染状況調査B対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 3.3自主調査を行つた契機

3 3 自主嗣査を行つた契機

(注 )1 複数回答 1件 の調査において複数の契機が あつた場合は、それぞれ 1件 ずつ と してカウン トした

-13-

契機別受注件数 (件 )  (複 数回答 あ り) 31項 の

自主調査件数

(件 )土地売買 土地質借 土地改変 土地資産評価
ISO、 事故 、

自主的環境調査
法第 14条 関連 左記以外の契機 不 明

回

調

査

分

平

成

三

十

年

度

2.667 197 513 273 270 31 614 127 4,538

昨

雪 §

分

平

成

二
十

九

年

度

3,520 74 372 301 542 32 992 214 5 870

「土颯汚染状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 4.法契機以外による対策  4.1受注件数と受注高

4.法契機以外による対策

4 1 受注件数 と受注高

項 目
受注件数

(件 )

受注高
(億 円)

受注件数

回答企業数

(社 )

受注高

回答企業数

(社 )

回

調

査

分

平

成

三
十

年

度

条例・要綱契機の対策 122 41 24 24

自主対策 809 243 45 45

合 計 931 284

昨

gE

分

平
成

三
十

九

年

度

条例・要綱契機の対策 77 26 20 20

自主対策 118 315 49 49

合 計 1,195 341
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「土壊汚巣状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 4.2汚染物質の種類別受注件数

4 2汚 染物資の種類別受注件数

(注 )1 複数種別の回答 :1件の対策において 2種 類以上の汚染物質を対象とした場合は、それぞれ 1件ずつとしてカウン ドした。
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項   目

汚染物質別受注件数 (件 )  (複 数回答あ り) 41項 の

受注件数

(件 )

回答

企 業数

(社 )

第 1種特定有害

物質による汚染

第 2種 特定有害
物貿による汚染

第 3種特定有害

物質による汚梁
油類に よる汚染

ダイオキシン類
による汚梁

その他

今

回

調

査

分

平

成

二

十

年

度

条例・要綱 契機 の

対策
41 86 0 5 0 0 122 24

自主対策 475 314 22 78 6 26 809 45

（
参

考

）

昨

年

調

査

分

平

成

二
十

九

年

度

条1例 要綱契機の

対策
20 58 0 1 77 20

自主対策 676 395 35 131 8 32 1.118 49

「土壌汚染状況調査・対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 4.3措置の種類別受注件数

4 3措 置の種類別受注件数

項   目

地下水 の

水受測 定

(件 )

地下水汚
梁の拡大
の防止

(件 )

掘肖1を 伴う措置 (件 ) 掘削を伴わない措置 (件 ) 措置後の

地下水 モ

グ

タ リ

(件 )

41項 の

受注件数

(件 )

回答

企 業数

(社 )

掘削場外
操出

原位置浄
1ヒ

原位置

封 し込 め

/不 溶 化

その他
区域内浄化 それ以外

今

回

韻

査

分

平

成

三

十

年

度

条例・要綱契機
の対策

29 22 58 0 0 7 0 2 29 122 24

自主対策 73 202 172 2 2 147 4 56 215 809 45

合 計 102 224 230 2 2 154 4 58 244 931

（
参

考

）

昨

年

調

査

分

平

成

二
十

九

年

度

条例・要綱契機
の対策

18 6 43 0 0 2 1 1 15 77 20

自主対策 197 397 209 5 1 217 4 21 192 1,118 49

合 計 215 403 252 5 1 219 5 22 207 1、 195

(注 )1 複数回答   i l件 の対策において複数種類の措置を実施 した場合は、それぞれ 1件 ずつとして労ウントした

2 措置の区分と具体的工法

措置の区分 具体的な工法

地下水の水質の測定 他の措置を行わず「地下水の水質の測定」のみの場合

地下水汚業の拡大の防止 地下水協水、透過性地下水浄化壁等

掘削除去場外処分 (汚 染土壕処理施設での処理)、 区域外土
'ミ

入換え

熙処理、洗浄処理、化学分解、生物処理学

不潜化埋め戻し、道水工封じ込め、遮断工封し込め、区域内土すミ入換え、不溶化、回化等

瞑位置柏山(■ 1よガス吸弓 地下水掘水、エアスパージング)、 原位置分解 (1ヒ 学うと理、こ物処理 )、 原位置洸浄筆

原位置封し込め、原位置不溶化等

盛土、舗装、立入禁止、その他

措置後の地下水モニタリング

-16-



「土壌汚染状況調査L対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ 4.4自主対策を行つた契機

4 4自 主対策を行 つた契機

(注 )1 複数種別の回答 :1件 の対策において 2種 類以上の契機があつた場合は、それぞれ 1件ずつとしてカウン トした

契機別受注件数 (件 )  (複 数回答あり)
41項 の

自主対策

受注件数

(件 )

回答企業数

(社 )

土 地売 買 土地貸借 土地改変 土地資産評価
ISO、 事故、

自主的環境調査
法第14条関連 左記以外の契機 不 明

今

回

調

査

分

平

成

三

十

年

度

57 5 124 3 565 1 21 35 809 45

（
参

考

）

昨

年

調

査

分

平

成

二

十

九

年

度

131 112 5 788 12 74 1,118 49

-17-

「土壌汚染状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ (参考資料)

詳細 1:法契機の調査 (地歴調査のみを除く)

500件

400件

300件

200件

100件

300件

200件

ユ00件

■第 1種 特定有害物質

■第2種 特定有害物質

第 3種 特定有害物質

150件

100件

SO件

0件
形費変更時
要届出区域 手続中他

調査の結果
指定された区域

区域

調査件数と

汚染の有無

汚染物質の種類別
受注件数

:局査件数

日汚染あり

汚染なし

鱒調査中

O件 O件

-18-



「土颯汚柴状況調査・対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ (参考資料)

詳細2:法契機の対策

件

件

件

件

件

蛸

蛸

２５。件

蛸

叫

・ｏｏ件

鮒

畔
汚染物質の種類別受注件数

(複数回答あり)

①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ③  ③

措置の種類別受注件数
(複数回答あり)

-19-

N0

地下水の水質 W定 ∩

地下水汚染の拡大防止 の

掘削を伴う
措置

⑥

場外搬出を伴わ
ない措置

区域内浄化 ∩

それ以外 ∩

掘削を伴わ
ない措置

⑥

の

その他 ⑥

措置後の地下水モニタ リング 命
受注件数

■第 1種特定有害物質

■第2種特定有害物質

・ 第3種特定有害物質

「土壊汚染状況調査B対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

Υ (参考資料)

詳細3:法契機以外による調査 (地歴調査のみを除く)

■〔(Xl件

1  3,0∞ 件

2′OIXl件

件

件

件

件

件

1′ O∞件

■第 1種 特定有害物質

■第2種 特定有害物質

!第 3種 特定有害物質

壽油類

いダイオキシン類

銹その他

O件

汚染物質の種類別受注件数
(複数回答あり)

調査件数

■汚染あり

汚染なし

鯵調査中

O件

調査件数と汚染の有無

-20-



最『土颯汚染状況調査L対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

I Υ (参考資料)

詳細4:法契機以外による対策

1,600件

1,200件

800件

400件

B第 1種 特定有害物質

E第 2種 特定有害物質

を第3種 特定有害物質

露油類

■ダイオキシン類

糠その他

…21-

S00件

400件

300件

200件

100件

0件
0件

汚染物質の種類別受注件数
(複数回答あり)

措置の種類別受注件数
(複数回答あり)

①

N0

地下水の水質測定 ∩

地下水汚染の拡大防止 の

I屈削を伴 う

措置

⑥

場外搬出を伴わ
ない措置

区燈 肉浄化 ∩

それ以外 ∩

掘削を伴わ
ない措置

⑥

原位置封 し込め/・ イヒ (71

その他 ∩

ング ⑥

対策件数

鐘『土壊汚染状況調査日対策Jに関する実態調査結果 (平成30年度)

(参考資料)

詳細 5:自 主調査口対策を行つた契機

7′000件 1′ 400件

6′000件 1,α 00件

5′000件

口土地売買

予土地賃借

孝土地改変

土地資産評価

.環境調査等

綺法第 14条関連

輩その他

転不明

1,000件

4,OOO件 800件

3,OOO件 600件

2,OOO件 400件

1′ 000件 200件

■土地売買

土ヽ地貸借

離土地改変

土地資産評価

環境調査等

コ法第 14条関連

手その他

■不明

∞
P

0件

自主調査の契機
-22-

0件

自主対策の契機



最

Υ

「土壊汚柴状況調査口対策」に関する実態調査結果 (平成30年度)

(参考資料)

調査対象の母集団について

調査対象 :一般社団法人 土壌環境センターの全会員。回答企業数等、下図の通り。

元請けとして
受注実績あり

調査・対策の

業務をしてい
る企業数

83社
元請けとして

受注実績なし

下請け等 とし

て受注実績あ
り

回答企業数

85イ土ヽ

会員企業数

103社

である
調査機関
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